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平成２２年度２月補正予算の概要

一 総 括一 総 括一 総 括一 総 括

（一般会計） （単位：千円、％）

区 分 (A)/(B)既 定 予 算 額 ２月補正予算額 ２月補正後 平成２１年度２月

補正後現計予算額現計予算額

(A) (B)

総 額 479,439,199 16,791,231 496,230,430 507,362,550 97.8

二 主要事業二 主要事業二 主要事業二 主要事業

( はきめ細かな交付金事業)○細

( は住民生活に光をそそぐ交付金事業)○光

( は国の交付金等を活用した基金の設置・積立及び基金事業)○基

地域経済対策公共事業費 7,362,727千円○

道路、橋りょうなどの県民生活に密着した社会基盤施設の整備、県民の安全に直結する防

災対策事業を実施する。

事 業 名 補 正 額

造 林 費 81,037

林 道 改 良 費 82,300

林 道 舗 装 費 71,520

森 林 居 住 環 境 整 備 事 業 費 369,000

復 旧 治 山 費 299,250

水 源 地 域 緊 急 整 備 事 業 費 460,005

保 安 林 保 育 費 56,700

国 直 轄 治 山 事 業 費 負 担 金 15,794

県 営 土 地 改 良 事 業 費 2,377,200

団 体 営 土 地 改 良 事 業 費 72,350

た め 池 等 整 備 事 業 費 4,762

中山間地域総合農地防災事業費 42,000

県 道 橋 り ょ う 改 築 費 93,423
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緊 急 道 路 整 備 事 業 費 1,620,656

統 合 一 級 河 川 整 備 事 業 費 52,250

基 幹 河 川 改 修 事 業 費 480,700

通 常 砂 防 事 業 費 250,800

緊 急 街 路 整 備 事 業 費 41,800

国 直 轄 道 路 事 業 費 負 担 金 684,180

国 直 轄 河 川 事 業 費 負 担 金 101,200

国 直 轄 砂 防 事 業 費 負 担 金 105,800

計 7,362,727

地域経済対策県単独公共事業費 1,518,000千円○細

電線地中化、道路補修等を集中的に実施する。

事 業 名 補 正 額

林 道 整 備 事 業 費 100,000

農村地域活性化農道整備事業費 60,000

道 路 橋 り ょ う 整 備 費 398,000

道 路 修 繕 費 400,000

河 川 改 良 費 55,000

河 川 維 持 修 繕 費 400,000

砂 防 事 業 費 40,000

地 域 振 興 街 路 整 備 事 業 費 65,000

計 1,518,000

(財源：きめ細かな交付金500,000千円)

地域経済対策公共施設修繕等事業費(一部再掲) 2,576,834千円○○細 光

地域経済の活性化を図るため、公共施設の修繕や図書・展示資料の購入等を集中的に行

う。

事 業 内 容 公共施設の修繕等(県民文化ホール外 計58施設)

新県立図書館の図書、美術館展示資料等の購入

(財源：きめ細かな交付金10/10 住民生活に光をそそぐ交付金10/10)

○新しい公共支援基金積立金 135,000千円○基 新

地域における公共サービスの担い手となるＮＰＯや公益法人等を育成・支援するため、基

金を設置する。

(財源：新しい公共支援事業交付金10/10)
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介護基盤緊急整備等臨時特例基金積立金 742,791千円○基

介護保険法に基づく介護施設等の基盤整備の促進を図るため、基金に積み立てを行う。

既定予算額 72,000

補 正 額 742,791

計 814,791

(財源：介護基盤緊急整備等臨時特例交付金10/10

介護支援体制緊急整備等臨時特例交付金10/10)

国民健康保険広域化等支援基金貸付金 21,000千円○

市町村の国民健康保険財政の安定化を図るため、基金から所要の資金の貸付を行う。

貸 付 先 都留市

貸 付 利 率 無利子

償 還 期 間 24～28年度(5箇年)

(財源：国民健康保険広域化等支援基金10/10)

安心こども基金積立金 529,497千円○基

子どもを安心して育てることができるよう、保育サービスの充実、児童虐待防止対策の強

化等を行う事業を実施するため、基金に積み立てを行う。

(財源：子育て支援対策臨時特例交付金10/10)

障害者自立支援対策臨時特例基金積立金 38,173千円○基

障害者自立支援法に基づく制度の円滑な運用を図るための事業を実施するため、基金に積

み立てを行う。

(財源：障害者自立支援対策臨時特例交付金10/10)

地域自殺対策緊急強化基金積立金 6,492千円○基

地域における自殺対策の強化を緊急に図るため、基金に積み立てを行う。

(財源：地域自殺対策緊急強化交付金10/10)

妊婦健康診査支援基金積立金 37,993千円○基

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、基金に積み立てを行う。

(財源：妊婦健康診査臨時特例交付金10/10)

県単独子宮頸がん予防ワクチン接種促進事業費補助金 9,800千円○

子宮頸がん予防ワクチン接種の促進を図るため、県独自事業により市町村が実施するワク

チン接種事業に対し助成する。

対 象 者 小学6年生及び中学3年生の女子

補 助 率 市町村補助額の1/2以内(接種1回当たり上限5,000円)

既定予算額 63,000

補 正 額 9,800

計 72,800
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○県民参加の森づくり推進事業費 5,000千円○ 新

森林の保全等を目的とした新税の導入に向け、県民の意見を反映させるため、森林保全の

必要性等の周知及び意見募集を行う。

事 業 内 容 リーフレット配布 アンケート調査

森林整備加速化・林業再生基金積立金 111,000千円○基

間伐等の森林整備の一層の促進と林業・木材産業等の地域産業の再生を図るため、基金に

積み立てを行う。

既定予算額 15,000

補 正 額 111,000

計 126,000

(財源：森林整備加速化・林業再生事業費補助金10/10)

森林整備加速化・林業再生基金事業費補助金 111,000千円○基

間伐等の森林整備の一層の促進と林業・木材産業等の地域産業の再生を図るための事業に

対し助成する。

(財源：森林整備加速化・林業再生基金10/10)

○食料自給率向上対策事業費補助金 72,390千円○ 新

米の効率的かつ持続的な生産基盤を確立するため、収穫した米を乾燥させる共同施設の整

備に対し助成する。

補 助 先 北杜市

事 業 主 体 梨北農業協同組合

事 業 内 容 乾燥調製施設の整備

補 助 率 国1/2 事業主体1/2

(財源：食料自給率向上・産地再生緊急対策交付金10/10)

○韮崎射撃場河川占用区域土壌調査費 91,000千円○細 新

韮崎射撃場の射場として利用してきた釜無川の河川占用区域において、土壌中の鉛の量の

実態を把握するための調査を行う。

(財源：きめ細かな交付金10/10)

財政調整基金積立金 7,500,000千円○

長期にわたる財政の調整を図り、財政の健全な運営に資するため、基金に積み立てを行

う。

1 中部横断自動車道関係積立金 1,000,000

新直轄区間に係る本県負担への交付税特例措置を踏まえ、後年度の負担額増加に対応する

ため、基金に積み立てを行う。

2 普通交付税精算対応積立金 6,500,000

平成22年度の税収が普通交付税の算定において見込んだ税収を大幅に上回ることにより、

平成23年度以降に普通交付税の減額精算が見込まれることに備え、基金に積み立てを行う。
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〔 公 共 事 業 費 〕
(単位：千円)

区 分 既 定 予 算 額 2月補正予算額 計

森 林 環 境 10,067,304 1,379,000 11,446,304

農 政 10,723,096 2,335,599 13,058,695

県 土 整 備 47,206,229 2,904,354 50,110,583

67,996,629 6,618,953 74,615,582森林農政県土 計

教 育 委 員 会 176,000 176,000

一 般 公 共 計 68,172,629 6,618,953 74,791,582

災 害 復 旧 費 2,349,950 △1,994,823 355,127

合 計 70,522,579 4,624,130 75,146,709

〔県単独公共事業費〕
(単位：千円)

区 分 既 定 予 算 額 2月補正予算額 計

森 林 環 境 1,293,886 100,000 1,393,886

農 政 711,459 60,000 771,459

県 土 整 備 10,956,392 1,358,000 12,314,392

12,961,737 1,518,000 14,479,737森林農政県土 計

企 画 87,290 87,290

教 育 委 員 会 15,000 15,000

合 計 13,064,027 1,518,000 14,582,027

〔 合 計 〕
(単位：千円)

区 分 既 定 予 算 額 2月補正予算額 計

合 計 83,586,606 6,142,130 89,728,736

81,236,656 8,136,953 89,373,609災害復旧費を除く


